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高齢者雇用の総合誌『エルダー』2024.7掲載記事から抜粋

新任人事担当者
のための

この冊子は、高齢者雇用の現状や課題、取組
みを推進するうえでのポイントなどについて、
マンガを交えて、わかりやすく解説していま
す。

改正高年齢者雇用安定法の施行により70
歳までの就業機会の確保が企業の努力義務
となって３年。65歳、70歳を超えた雇用・就
業確保の実現に向け、新任人事担当者はもち
ろん、ベテラン担当者や経営者の方も含めて、
是非ご一読ください。
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業
※1　総務省統計局「労働力調査」
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図表１　新高齢法と旧高齢法の比較

〈義務〉
高年齢者雇用確保措置

（65歳までの雇用確保措置）

〈義務〉
高年齢者雇用確保措置

（65歳までの雇用確保措置）

〈努力義務〉
高年齢者就業確保措置

（70歳までの就業確保措置）

《旧高齢法》 《新高齢法（2021年4月施行）》
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